別紙

収益事業を行っていないことの申出書法人等の市民税減免申請書

令和　 　年　　月　　日　
　　　（宛先）松阪市長
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　      　


　
· 1．公益社団法人及び公益財団法人並びに一般社団法人及び一般財団法人（非営利型法人に該当するものに限る）で、法人税法第2条第13号に規定する収益事業を行っていない。

· 2．地方自治法第260条の2第7項に規定する認可地縁団体で、法人税法第2条第13号に規定する収益事業を行っていない。
または、認可地縁団体で、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を通じて、国及び地方公共団体の行政に協力していると認められる収益事業を行っており、その収益事業が小規模である。

· 3. 特定非営利活動促進法第2条第2項に規定する特定非営利活動法人で、法人税法第2条第13号に規定する収益事業を行っていない。

· その他







　　※該当する項目にチェックを入れ、減免申請書とともにご提出ください。

